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      平成24年２月市議会定例会 一般質問 

        質問する議員名及び質問内容 

 

       ◎◎◎◎    個個個個    人人人人    質質質質    問問問問    

 

１  議  員  古 川  雄 一 

 ⑴  放射線対策について 

  ①  汚染状況重点調査地域に関する市の対応 

   ・  平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地

震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質

による環境の汚染への対処に関する特別措置法に係る汚染

状況重点調査地域の指定を保留している。除染に取り組む

か否かを先送りにした理由を示せ 

   ・  観光会津にとっては、風評被害を払拭することがまさに

重要であり、ＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」をＰＲしてい

くには当然欠かせないことである。風評被害の払拭や安心

安全な市民生活のためにも、観光施設及びその周辺をはじ

め市内の徹底した除染が必要ではないかと考えるが見解を

示せ 

   ・  農産物の安全を証明するためには、農地の除染及び農地

の土壌改良が必要と思うが見解を示せ 

   ・  環境省の福島環境再生事務所会津支所及び除染情報プラ

ザが開設されるが、その利活用について認識を示せ 

   ・  復興庁が新設され、出先機関として福島復興局が開設さ

れるが、本市との連携はどのようになるのか見解を示せ 

  ②  東日本大震災対策室の役割 

   ・  昨年10月に市民部の中に東日本大震災対策室ができ、避

難者対応や除染対策の統括、または原子力損害賠償請求の

統括と原発事故対策についての事務を担当してきた。しか

し、特別に設置された対策室であるが、対外的には明確に

認知されていないように思う。新年度から本市放射線の担

当窓口として機能させることが市民にとってもわかりやす

く、春からの観光誘客にとっても大事なことだと思うが市

長の見解を示せ 
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  ③  災害廃棄物の処理 

   ・  放射性物質により汚染されたおそれのある廃棄物を焼却

した場合に発生する主灰・飛灰の処理に対する対応策を示

せ 

   ・  雪解けになり、本格的に除染が始まった場合、汚泥や汚

染された土砂の仮置場をどうするか見解を示せ 

 ⑵  スポーツ振興について 

  ①  総合型地域スポーツクラブ 

   ・  昨年、スポーツ基本法が制定された。先月発表された中

央教育審議会の中間報告においても、住民が主体的に参画

する地域スポーツ環境の整備が大きな柱の一つになってい

る。そのための政策目標に、総合型地域スポーツクラブの

育成・充実がある。本市における総合型地域スポーツクラ

ブは２クラブであり、平成23年度に３クラブにするという

目標は達成されなかった。総合型地域スポーツクラブに対

する認識と今後の見通しを示せ 

  ②  鶴ヶ城健康マラソン大会 

   ・  鶴ヶ城健康マラソン大会は新年度で24回目を迎える。参

加者も年々増加し、昨年の23回大会では 3,912 名になった。

新年度においては、本市の復興シンボルイベントとして開

催されるようである。新陸上競技場が完成する平成25年度

の大会からはコースを変更せざるを得ないわけだが、鶴ヶ

城健康マラソン大会を今後どのような大会にするのか市長

の見解を示せ 

  ③  現在の陸上競技場の今後の利活用 

   ・  平成22年８月に作成された鶴ヶ城周辺公共施設利活用構

想によると、現在の陸上競技場は多目的緑地公園として整

備し利用するとなっている。現在の陸上競技場は、中・高

校生の陸上部や市民の陸上愛好者の練習の場として利用さ

れている。トラックの部分を残して多目的緑地公園兼スポ

ーツ公園として利用する考えはないか見解を示せ 

  ④  武道教育の振興 

   ・  新年度からスタートする中学校教育の武道必修化に向け

て、指導体制整備の見解を示せ 



 - 3 - 

   ・  柔道、剣道、相撲等各中学校の選択の状況はどうか。ま

た、各学校での指導のための研修等は十分にされているの

か認識を示せ 

   ・  柔道の畳や剣道の防具、相撲の土俵など、用具施設等で

今後十分な整備が必要と考えるが、備品などの費用の負担

（教育委員会か学校か個人か）のあり方について考えを示

せ 

 

２  議 員  渡 部   認 

⑴ 平成23年度緊急雇用創出基金事業の成果と課題について 

① 臨時的任用職員の雇用 

・ 東日本大震災を受けて下水道被害施設が多数あったこと

により、復旧工事を実施するために必要な人件費として予

算化した 360 万 7,000 円であるが、設計図書作成や事務補

助等のために配置した臨時的任用職員２名の職務内容と具

体的な成果を示せ 

・ 震災対応により増加した都市計画業務の補助として配置

した臨時的任用職員１名の職務内容と成果を示せ 

 ②  風評対策キャラバン隊活動事業 

・ 会津地方の風評被害を解消するために、被災者等を雇用

して機動力の高いキャラバン隊を編成する目的で委託料と

して予算化した 3,599 万 2,000 円だが、どの程度被災者の

雇用につながっているのか、またその機動力をどう評価し

ているのか見解を示せ 

・ 首都圏の商店街や団体等で会津産の農産物や物産品を販

売するなど、観光ＰＲ等を実施し、会津地方の安全安心を

発信することが目的であるが、改めて事業概要と委託料の

算出根拠、あわせて現在までのキャラバン隊の販売実績に

ついて認識を示せ 

・ 当初の案では、10人の雇用を平成23年７月から24年３月

までの９カ月間実施するとしていたが、この間キャラバン

隊の編成はどうなっているのか、班編成の実態をどう調査

し、現在までのキャラバン隊の実績をどう認識し、評価し

ているのか、また課題は何か具体的に示せ 
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  ③  賑わいコーディネーター育成事業 

・ 商店街や中心市街地の活性化を目指した人材育成と組織

強化を図ることを目的に 527 万 3,000 円を予算化したこの

事業だが、現在までの事業に対する評価はどうか見解を示

せ 

・ 事業の目的の一つとして、平成23年４月臨時補正で予算

措置したチャレンジショップ事業の店舗管理・運営を行う

とあるが、委託された２名の雇用による実績をどう把握し

ているのか認識を示せ 

・ この事業には、行政や商工団体・商店街との連絡・調整

を行い効果的に事業を進める「賑わいコーディネーター」

を育成する大きな目的が掲げられているが、その目的はど

う達成される見込みなのか見解を示せ 

 ④  工業団地周辺緑地等景観形成事業 

・ 委託料 475 万 9,000 円の委託先、工業団地周辺緑地や調

整池の除草、立木の維持管理実績の具体的な内容を示せ 

・ 委託後、原発事故の影響により、草や樹木の放射性物質

セシウムの問題が大きく取り上げられていたが、その処分

について搬出先、時期、量、搬出回数、また、その処分方

法は適正だったのか見解を示せ 

・ この事業の目的には、整備中の会津若松河東工業団地に

ついて、環境美化を推進することにより分譲促進につなげ

るとあるが、この除草や立木の維持管理によって分譲促進

にどう貢献できたのか、実際に進出を決めた企業があるの

か実績を示せ 

⑵ 地域活力の再生に向けた取り組みについて 

 ①  生活を「まもる」ための取り組み 

・ 放射能汚染に対する取り組みのうち、平成23年９月補正

予算で可決した線量低減化活動支援事業と放射線測定器整

備事業であるが、この事業の進捗状況と現在までの成果と

課題を示せ 

・ 避難者受け入れ自治体の取り組みとして、会津の厳しい

冬を過ごしている大熊町をはじめ被災地からの住民に対し、

現在、行政側からどのような支援がなされているのか、ま
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た、支援物資の調達は順調に行われているのか、仮設住宅

への住みかえにより要望等に何か変化はないのか認識を示

せ 

② 地域経済活力再生のための取り組み 

・ 物流網、情報網の再構築への貢献については、国の基本

方針として示されている、「災害に強い交通網の構築・物

流システムのあり方の検討」「日本海側との連携も含めて

東北全体のネットワークを考慮したリダンダンシー（代替

手段）確保」などがあるが、これらは、今後ますます重要

な課題であると認識している。そこで、クラウド・データ

センターの誘致についても具体的にどのように進めようと

しているのか考え方を示せ 

・ 災害時のリスク分散の観点から、自治体同士の災害協定

にとどまらず、民間企業との災害協定も積極的に締結して

いくべきと考える。そこで、東日本大震災以降、他自治体

や民間企業との災害協定の現状と、今後予定されている取

り組みを示せ 

・ 新たなエネルギーマネジメントへの貢献は、市長のマニ

フェストにもあるように、本市の気候や地形を利用した市

独自のエネルギー施策が必要と考えている。そこで、可能

性のある関連企業へどのような方法でアプローチをし、企

業誘致を図っていくのか認識を示せ 

⑶ 観光振興と大型観光キャンペーン誘致について 

 ①  平成23年観光客入り込み数に対する認識と今後の課題 

・ 平成23年の会津若松市内への観光客入り込み数のうち、

ＪＲ会津若松駅や高速バスの利用者数、東山、芦ノ牧両温

泉及び市内旅館ホテルの被災者以外の宿泊者数をどう把握

しているのか。また、平成22年と比較した場合、観光客入

り込み数をどのように分析しているのか見解を示せ 

・ 風評被害による観光客の減少は、県外からの団体客と教

育旅行の影響が大きいと聞き及んでいるが、どのような影

響によるものと認識しているのか、また、これらを踏まえ

て今後の観光振興に向けた対策をどう講じていく必要があ

ると考えているのか見解を示せ 
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・ 今後の課題については幾つか挙げられると思うが、国県

との連携はもちろん、全会津地域や本市独自のきめ細やか

な施策で観光誘客に取り組むことも必要ではないかと認識

している。そこで、極上の会津プロジェクト協議会、全会

津観光連盟、会津若松観光物産協会、それぞれの事業につ

いても、今後は外部評価や事業の見直しが必要になってく

るものと考えているが見解を示せ 

・ 前年度からの課題となっている会津若松観光物産協会の

法人化に向けた取り組み状況は現在どのようになっている

のか見解を示せ 

② 八重の桜プロジェクト 

・ 新島八重の認知度を上げるため、まずは市民への啓発活

動と知名度アップのための取り組みが必要であると認識し

ているがどうか見解を示せ 

・ ＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」のドラマ館の設置場所に

ついて、当初予定していたサブトラックから旧会津図書館

に変更になった主な理由と開館時期や開館期間の予定、そ

れとドラマ館閉館後の建物利活用方針がどのようになって

いるのか認識を示せ。また、ロケ先としてフィルムコミッ

ション事業との連携をどのように図っていくこととしてい

るのか見解を示せ 

・ 会津若松市「八重の桜」プロジェクト協議会には、大河

ドラマ館部会、物販部会、誘客宣伝部会、受け入れ部会の

４部会があるが、各部会の開催状況と協議内容、部会それ

ぞれの連携の必要性の見解と今後の予定を示せ。また、全

体会の開催予定と設立後の構成団体に変化はあるのか示せ 

③ 東北観光博やデスティネーションキャンペーンなどの大型

観光キャンペーン 

・ 国と東北６県、関係団体が東北地方の観光をＰＲする東

北観光博は、既に１月30日にプレ実施期間が始まっている

が、市として具体的にどのような取り組みを予定している

のか、また、今後の事業計画を示せ 

・ 県観光復興キャンペーン委員会の意義、趣旨をどう認識

し、設置された３分科会とのかかわりを本市の事業とどの
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ように連動させる必要があると考えているのか見解を示せ 

・ 平成17年の福島県あいづＤＣ（デスティネーションキャ

ンペーン）の開催は、ＪＲ６社の協力を得て全国から会津

への誘客が図られたが、現時点での次期ＤＣ誘致への取り

組み状況とＪＲや県との協議内容を具体的に示せ 

・ このキャンペーン実施に当たっては、会津管内の二次交

通の整備とＪＲ只見線の早期復旧が何より必要と考えるが、

本市が中心となってどのような役割を果たすべきと考えて

いるのか見解を示せ 

 

３  議 員  樋 川   誠 

 ⑴  高齢者福祉計画・介護保険事業について 

  ①  第４期介護保険事業の総括 

   ・  介護保険制度充実に向けた仕組みづくりとして、要介護 

    ・要支援認定体制の強化、情報提供、相談苦情体制の強化、

質の高いサービスなどの取り組みが計画されたが、その成

果と課題に対する見解を示せ 

   ・  介護給付費と地域支援事業費の計画値と決算額の比較は

計画どおりに推移されたのか。そこから見えてきたものは

何か。また、日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの整

備から、認知症対応型共同生活介護施設、認知症対応型デ

イサービス施設、小規模多機能型居宅介護施設は計画期ど

おりに整備が図られたのか、その状況と今後の課題に対す

る見解を示せ 

  ②  第５期介護保険事業の取り組み 

   ・  介護保険計画は、市民アンケートや介護サービス目標事

業量の算出や保険料の算定、重点施策・各種施策などを計

画策定連絡会議の意見を参考に作成し、そして素案に対す

るパブリックコメントを実施した。市民からの要望や意見

は、具体的にどのようなものが出たのか、また、素案にど

う反映させたのか見解を示せ 

   ・  介護保険計画は、老々介護、家族介護の問題を解決する

ショートステイ、特養ホームの増設、日中独居あるいは認

知症者への見守り体制の強化が必要と考える。これらをど
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うとらえ計画に生かしたか見解を示せ 

   ・  高齢者の住まいの整備について、サービス付高齢者向け

賃貸住宅制度が創設された。本市においても高齢者の住み

かえ支援の一つとして有効である。改正に位置づけられて

いる高齢者の住まい整備についてどのように認識をしてい

るか示せ 

 ⑵  東日本大震災関連について 

  ①  福島原子力被害応急対策基金事業 

   ・  県基金の地域における福島ブランドの回復活動支援とし

て、放射線に対する不安低減がうたわれた。これは、市町

村に対する世帯、個人への助成も可能となった。市として

原子力損害賠償紛争審査会で設けた内容で賠償に当てるべ

きではないか見解を示せ 

  ②  節電対策 

   ・  東京電力福島第一原子力発電所事故をきっかけに、電力

市場に関心が高まっている。節電努力の要請が長引くと見

込まれる中、現在のような個々の努力にゆだねられている

場当たり的な節電対策のままでは社会全体の対応としては

限界がある。電力多消費型の経済社会からの転換を図り、

省エネ、節電対策が日常的、安定的に実施できる社会を早

急に実現する必要がある。本市の昨年夏の節電成果を踏ま

え、継続的な節電・省エネ対策への市長の見解を示せ 

   ・  太陽光、水力、風力、地熱、バイオマスなどの再生可能

エネルギーの普及拡大への見解を示せ 

 

４  議 員  斎 藤  基 雄 

 ⑴  放射能対策について 

  ①  現状認識と対応 

   ・  文部科学省が設置した放射線モニタリングポストの測定

値が低いと聞くが、この原因をどのように把握しているか

見解を示せ 

   ・  町内会の除染実施状況とその効果、及び今後の継続の必

要性についての認識を示せ 

   ・  自家用農作物放射能検査の実施状況と、それに基づく放
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射能の影響への現状認識を示せ 

   ・  小中学校における 0.6 マイクロシーベルトパーアワー超

の所で行われた除染効果について結果を示せ 

   ・  バイオマス発電における放射能対策を事業者はどのよう

にとろうとしているのか、把握している状況とその安全性

に対する認識を示せ 

   ・  本市は全体として放射線量が低いとされているが、除染

計画策定の必要性について市の判断基準を示せ 

   ・  低線量被ばくの健康への影響について、市は市民の健康

を預かる立場から市民にこれを周知する責任があると考え

るが見解を示せ 

   ・  本市の小中学校では、原子力業界団体がつくった広報団

体である日本原子力文化振興財団が作成した放射線学習副

読本を使っているが、内部被ばくの危険性を過小評価して

いるなど副読本としてふさわしくない。他の副読本に変更

すべきではないか見解を示せ 

  ②  風評被害対策 

   ・  本市における風評被害額をどのように算定しているか。

また東京電力からの賠償金支払いの現状をどのように把握

しているのか見解を示せ 

   ・  風評被害対策のこれまでの取り組みと効果、また今後の

取り組みについて方針を示せ 

   ・  本市産品の普及、観光客増加を図るには、これまでの対

策や考え方を継続・拡大するだけで払拭できると考えてい

るのか認識を示せ 

   ・  市民をはじめ観光客の安全・安心を確固としたものにす

るため、さらに詳細な線量測定、食物や土壌の放射性物質

の調査が必要と考えるが認識を示せ 

  ③  損害賠償請求と市のかかわり 

   ・  損害賠償請求に関連した市民の問い合わせなどに十分に

対応できているとは考えられない。この課題解決のための

見解を示せ 

   ・  業界団体や組合などもなく賠償請求が困難な立場におか

れている市民に対して、市が請求書類作成の支援をすべき
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と考えるが認識を示せ 

 ⑵  中学校における武道必修化に伴う安全対策について 

  ①  全国及び本市における学校事故に対する認識と対応 

   ・  武道必修化に関連した全国と本市における学校事故の発

生状況と特徴についての認識を示せ。また、教育委員会が

事故防止のために、これまでとってきた指導等は十分であ

ったと考えるのか認識を示せ 

  ②  学校保健安全法の学校現場における周知の状況 

   ・  平成21年４月、学校保健安全法が施行されたが、その周

知をどのように図ってきたのか経過を示せ。また、法の趣

旨に沿った取り組みが、学校現場でなされているのか現状

認識を示せ 

  ③  武道必修化と安全のための条件整備 

   ・  武道必修化はどのような理由によって行われることにな

ったのか。また、指導する現場の教員や学校長からはどの

ような意見があったのか。それが、本市中学校における武

道の種目選択にどのように反映したと考えているのか認識

を示せ 

   ・  武道を行うための練習場や道場の整備は十分と考えてい

るのか認識を示せ 

   ・  武道用具の整備における公費負担と個人負担のあり方は

どのようになるのか方針を示せ 

   ・  教育委員会は、武道指導者の育成について責任ある対応

を行ってきたのか見解を示せ 

   ・  ことしに入り、新聞各紙が中学校における武道必修化、

とりわけ柔道事故の発生を懸念する社説を掲載している。

この背景に対する教育委員会の認識を示せ 

   ・  ことし４月からの武道必修化は、十分な安全対策を図っ

た状況で迎えられるのか認識を示せ 

 

５  議 員  佐 野  和 枝 

 ⑴  会津若松市高齢者福祉計画・第５期介護保険事業計画につい

て 

  ①  高齢者が元気で生きがいを持って暮らせる社会の構築 
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   ・  高齢者が元気に暮らしていく一つの手段は、高齢者が外

に出ることと考えるが、公共交通の利用までの足がないな

どの課題がある。外出支援策の一つとして、公共交通機関

の利用可能な場所までの足として、遠隔地区や交通の不便

地域にデマンド交通など新たな交通システムを整えるべき

と考えるが見解を示せ 

  ②  高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせる支援の充実 

   ・  地域での高齢者の見守り、高齢者を地域で支えるための

ネットワークの一つに地域包括ケア会議があり、大変重要

な取り組みの推進がなされ、今の超高齢社会を支えている

と考える。市は、第５期計画で地域のネットワークの構築

を推進するとしているが、第４期と異なる支援は何か見解

を示せ 

   ・  超高齢化している現状と複雑多様化している相談内容、

件数に対し高齢者を地域で支えるためのさらなる支援が求

められている。第５期計画での地域包括支援センターの体

制の強化とは何の強化をし、支援を図るのか見解を示せ 

   ・  地域包括支援センターで、要支援者の介護予防ケアマネ

ジメントによる収入を人件費に充てている。この状況から

超高齢社会の現状と複雑多様化している内容に対応をすべ

く、今後の十分な職員配置や人材育成が必要であると考え

る。地域包括支援センターの委託料からでは十分に人件費

が出せない現状について、改善の考えはないか見解を示せ 

   ・  緊急通報システムに係る利用者減少の要因をどのように

考えているのか認識を示せ。また今後の超高齢社会に向け、

家族の安心につなげるため、一人暮らしの高齢者のみなら

ず、日中一人になってしまう高齢者や、高齢者のみの世帯

など、緊急通報システムの利用対象者の範囲を拡大すべき

と考えるが見解を示せ 

   ・  訪問給食サービスは、配食とあわせて安否確認を行って

いる事業であるが、現状の利用者数は年々減少傾向を示し

ている。減少している要因、さらには事業実施上の課題に

ついて認識を示せ。また今後の訪問給食のあり方について、

利用者の声を聞き、安否確認事業の一つとしてさらなる充
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実を図り、在宅での安心に寄与するべきと考えるが見解を

示せ 

 ⑵  放射線対策について 

  ①  市民の安心につなげるための対策 

   ・  放射線の体内被ばく量に対して、定期的な被ばく量の検

査が必要であると考える。不安を抱えている市民の安心に

つなげるため、ホールボディカウンターを導入する考えは

ないのか見解を示せ 

   ・  市において、週１回８カ所、月１回18カ所で放射線の測

定を実施し、その結果を市政だよりに掲載し市民に示して

いる。市民はさらなる安心のため、子供の学校周辺、通学

路、公園などの放射線測定結果の公表を求めている。子供

たちを取り巻く環境の安心のため、測定結果を同様に市政

だよりに掲載すべきと考えるが見解を示せ 

   ・  市では、放射線測定を市内各所で実施しているが、その

測定結果をマップ化してはどうか。市全域の結果が、わか

りやすく目で見えるようにすることで、より市民の安心に

つながると考えるが見解を示せ 

 

６  議 員  成 田  眞 一 

 ⑴  東日本大震災による影響について 

  ①  学校給食食材への対応 

   ・  学校給食食材について、安全安心な食材であるというこ

とを把握するため、どのような取り組みを行っているのか

具体例を示せ。また、会津産食材の使用に係る認識と、学

校給食全体で会津産食材がどのくらい使われているのか認

識を示せ 

   ・  放射能検査のＮＤは、放射性物質がゼロではなく、一定

数値以下では機器の性能等で測定できないという意味であ

り、ここからも安全と安心への不安があると推察される。

子供１人が１回の給食で摂取する放射性物質の量は、どの

くらいになるか把握する必要があると思う。県内自治体で

も行っているところがあるが、学校給食食材サンプリング

検査に加え、いわゆる「給食まるごと検査」を実施する必
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要があると考えるが見解を示せ 

  ②  地産地消への対応 

   ・  地産地消への取り組みについては、平成23年３月11日以

降、非常に実施困難な状況になっている。しかし、地域産

業全体を考えれば、状況を分析し、地産地消運動に取り組

んでいかなければならないと考える。農産物、漆器等の伝

統工芸品、工業製品などの会津産品について、市内での販

売状況の現状を示せ。また、それに対する課題と今後の展

望を示せ 

   ・  地産地消運動の展開には、風評被害払拭が必要である。

そのためには、本市ばかりではなく、会津地域全体での取

り組みが必要と考えるが、連携した取り組みの具体例を示

せ 

  ③  米の安全性の確保 

   ・  本市で平成23年 10月から11月にかけて実施したほ場抽出

による水稲放射性物質検査は、今後も継続して行うのか考

えを示せ。また、そのほかの手段を検討しているか見解を

示せ 

   ・  県が配備予定との報道があったコンベア式検査器が配備

された場合、市独自の米の検査にあわせ、この取り組みを

販売促進に向けて活用すべきと考えるが見解を示せ 

 ⑵  ＴＰＰ問題について 

  ①  ＴＰＰ問題への認識 

   ・  市長のＴＰＰ問題に対する認識を示せ 

   ・  ＴＰＰ問題は、農業、福祉や医療、サービス、投資など

の21分野への影響が懸念され、本市の中で広く議論を進め

るべきと考えるが見解を示せ 

   ・  ＴＰＰ問題については、地域での議論を踏まえて意見を

集約し、これらを国に対して訴えていくべきと考えるが認

識を示せ 

 ⑶  文化交流について 

  ①  萩市などとの交流 

   ・  戊辰戦争で因縁の深い萩市をはじめとする各自治体に対

し、民間活動として人的、経済的、文化的な交流が地道に
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行われてきたが、将来を見据えて本市ではどのように交流

していく考えなのか見解を示せ 

   ・  有名な他の観光地での先進事例を参考にして、本市の観

光地整備に生かすことも肝要と考えるが市長の見解を示せ 

 

７  議 員  阿 部  光 正 

 ⑴  財政再建と小さな市役所について 

  ①  市債残高、実質公債費比率、投資的経費比率の分析と見解 

   ・  今までの推移から、今後、市の財政規模は近い将来極め

て縮小することが予測される。市債残高、実質公債費比率、

投資的経費比率の分析を通して、今後の推移をどのように

予測しているのか見解を示せ 

   ・  特に市税、地方交付税、国庫支出金などについての見通

しを示せ 

  ②  外郭団体、天下り、再雇用の意味と見直し 

   ・  近年、本来、市が行うべき事務事業の一部を外郭団体を

つくりそれに委託してきた。その理由はどこにあるか。ま

た、若者の失業者が、富士通やスパンションの撤退などで

あふれているのになぜ、天下りや再雇用を行っているのか。

市民の不満はピークに達している。その意味を示せ 

  ③  人件費と国、県の措置と市の方向づけ 

   ・  人件費は最大の内部管理費であり、この削減なくして、

市民へ予算は回らないし、財政赤字も減らない。国も公務

員給与 7.8 ％削減への取り組みが始まっている。見解を示

せ 

 ⑵  教育の充実とスポーツ振興について 

  ①  武道館の建設 

   ・  この建設は２つの側面がある。１つは柔道、剣道、なぎ

なたなど来年度から中学校で義務化されればますます全国

的に盛んになるであろう。武道の聖地としてふさわしい拠

点とするために必要と考えるがどうか見解を示せ 

   ・  鶴ヶ城をバックとし旧若松女子高等学校跡に全国大会を

誘致することを予定しながら建設すれば、かつての白虎隊

の学びやにほぼ位置していることからも当市のシンボルと
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して観光的にも大きなインパクトとなると思うが見解を示

せ 

  ②  陸上競技場と第２球場 

   ・  市の陸上競技協会では新競技場ができても、引き続き現

競技場を使用できるかのように甘い認識を持っている。市

は陸上競技協会とどのような協議をしてきたのか見解を示

せ 

   ・  利用者の中高生は門田に行くことに不便さを感じており、

利用者の意見を十分に聞いたのか疑問である。聞き取り調

査等のデータがあればそれを示せ 

   ・  新陸上競技場建設箇所には第２球場こそふさわしい。現

第２球場は駐車場、観客席などなく、広さも不正規、なぜ

第２球場の計画はないのか見解を示せ。また、あいづ球場

を人工芝にすれば３月から12月まで使用できる。なぜそう

しないのか見解を示せ 

  ③  小学校の統廃合 

   ・  人口の減少と市街地のドーナツ化現象がますます進んで

おり、小中学校の統合が避けられない時代となった。鶴城

小学校と行仁小学校、神指小学校と永和小学校などは当然、

建てかえを機に統合すべきである。そのための学区変更は

あってもいいと考えるが見解を示せ 

   ・  統合による財政効果は約50億円と見るが、試算はどうな

っているか見解を示せ 

   ・  今までも本市のみならず全国で統廃合は行われてきた。

そのときにも地域の伝統と歴史があるなどの抵抗はあった

が、学童中心ということで理解を求め解決してきたと思う

が見解を示せ 

  ④  スキー大会の復活 

   ・ なぜ小中学校スキー大会をやめたのか理由を示せ 

   ・  おおすごスキー場だけが開催場所ではないと思うがどう

か見解を示せ 

   ・  小中学校のカリキュラムには地域の実情に応じてとの項

目があると思うが、スキーは冬季の代表的競技スポーツと

思うがどうか見解を示せ 
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   ・  教師の問題、用具に金がかかるのは武道も同じ。それが

理由とはならないと思うが見解を示せ 

  ⑤  スポーツ振興室の充実 

   ・  ここの役割がイベント屋に成り下がっている。本来の仕

事は競技力の向上とスポーツの普及にあると思うがそのよ

うには考えないのか見解を示せ 

   ・  スポーツと文化はその国の文化的レベルを示すものと思

うが見解を示せ 

 ⑶  農業と地域振興について 

  ①  農業政策と地域振興の関連、あり方 

   ・  農業は今まで、地域経済にどのような位置と役割があっ

たのか見解を示せ 

  ②  農業政策のこれまでの総括と現状 

   ・  昭和45年と平成22年度の農業出荷額を額と量で示せ。ま

たこの間の物価の推移も示せ 

   ・  これまでの農業政策の中で減反と食糧管理制度の廃止が

もたらした影響をどのように認識しているのか見解を示せ 

   ・ 大規模化、集約化は農業を豊かにしたのか認識を示せ 

   ・  大規模化、集約化によって国際競争に勝ち残り生き残れ

るか認識を示せ 

   ・  日本では２ヘクタール、米国では 120 ヘクタール、豪州

では 1,000 ヘクタールの農地を所有している個人で、この

土地の差は平等な競争の原点となるのか認識を示せ 

   ・  平等な競争原理は平等な条件のもとで始まると思うが、

農業についてはどう思うか見解を示せ 

   ・ 日本はその条件を何でばん回し得るのか認識を示せ 

  ③  これまでの農業政策の分析と真の振興策の策定 

   ・  真の振興とは競争原理ではなく安定した生産体制、すな

わち、価格、天候等に左右されない価格保障制度にあると

思うが認識を示せ 

   ・  3,000 戸の農家が年収 500 万円を得るのに、すなわちＧ

ＤＰで 150 億円の効果を出すのに市の負担は７億円程度と

考えるが、こうした検討、試算はしてみたか見解を示せ 

   ・ 価格保障制度は無駄なのか有効なのか認識を示せ 
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   ・  市はこうした画期的で革命的な手法に取り組まずに何に

振興をゆだねるのか認識を示せ 

 ⑷  まちづくりの基本の考え方について 

  ①  ２極構造のまちづくり 

   ・  ２極構造のまちづくりという構想を知っているか認識を

示せ 

   ・  これはいつごろ、どんな目的で作成されたのか認識を示

せ 

   ・  これは有効であると思うが認識を示せ 

   ・  これをもとに物流ネットワークシティ構想が策定され、

現在の会津アピオとなっているが、これにどれだけの予算

と時間を要したのか見解を示せ 

   ・  これをもとに新庁舎を駅西地区に予定したが、なぜこれ

を放棄したのか理由を示せ 

  ②  中心市街地を消費、観光によるまちづくりとした考え 

   ・  中心市街地を消費と観光のまちづくりとした考え方は放

棄したのか認識を示せ 

   ・  この考え方で中町、七日町の整備を進めたと思うが、い

ずれも中途半端と感じている。これをさらに充実する考え

はあるか見解を示せ 

   ・  市内の観光施設、大内宿など成功例はいずれも會津復古

会の故五十嵐大佑氏の指導によるものだが、なぜこの手法

を活用しないのか見解を示せ 

  ③  公共用地の利用方法 

   ・  この考え方に基づけば、市内の市有地は観光を中心に有

効活用すべきと思うが認識を示せ 

   ・  公共施設、公共事業を単独縦割りでのみ考えていないか。

観光政策との関連で考えることは有効だとは思わないか見

解を示せ 

 ⑸  観光政策について 

  ①  公共事業と観光政策のマッチング 

   ・  武道館建設は教育政策だが、場所やコンセプトによって

は会津観光の目玉たり得る。流動人口を中心市街地に引き

込むことで活性化できる。 300 万人の観光客が１人１万円
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消費すれば 300 億円の売り上げとなる。そのためには中心

である旧謹教小学校跡地を大型駐車場とすることだと思う

が見解を示せ 

  ②  埋もれた遺産、史跡の再発見と見せ方 

   ・  会津とりわけ、本市、喜多方市、会津坂下町などには４

世紀から５世紀の大型古墳が多く見られる。大塚山古墳は

東北の古代史を変えたとも言われている。こうした貴重な

遺産に全く光が当たっていない。これを活用する方針はあ

るか見解を示せ 

  ③  仏都会津のルートづくり、御廟、飯盛山、若松城の３点セ

ット 

   ・  中世の仏教文化も会津には国宝級のものが残っている。

これを仏都会津のルートづくりとして他町村と連携して進

める考えはあるか見解を示せ 

   ・  江戸時代の遺産としては、松平家墓所に全く光が当たっ

ていない。神道による墓地としては日本最大の規模と会津

藩が江戸幕府の中で占めていた位置を示している。だから

こそ東日本最大の鶴ヶ城が拠点として東北をへいげいし、

白虎隊への悲劇へと続いているのだ。これを３点セットと

して統一的に企画し売り出す考えはあるか見解を示せ 

  ④  コンベンション計画 

   ・  会津若松市の知名度、観光拠点、東京から３時間という

位置から本市がコンベンションを持てば全国から大会、研

究会などで年間50組から 100 組、人員として10万人から20

万人、宿泊客にすればその倍の20万人から40万人を誘客す

ることができる。會津風雅堂は教育施設だが設立当初から

300 席ふやしてコンベンションホールとして計画された。

この増築分18億円。しかし、ただの 1 席も利用されていな

い。分科会場、すなわち会議室がないからだ。これを第２

球場につくれば約５億円で済む。駐車場問題も解決する。

こうした計画を作成する考えはないか見解を示せ 

  ⑤  観光用駐車場 

   ・  市中心部のかぎを握るのは、間違いなく流動人口、すな

わち観光客である。そのためには中心市街地に誘導する駐
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車場が必要で、それは旧謹教小学校跡地しかない。お城に

も、神明通りにも、中町にも、七日町にも等距離にあるか

らである。こうした考えはあるか認識を示せ 

   ・  旧若松女子高等学校跡、旧謹教小学校跡地、旧市民会館

跡地、これらも観光都市としての視点で有効利用するかど

うかで市の景観もビジョンも決定的に変わる。市の企画力、

構想力が試されていると思うが見解を示せ 

 ⑹  放射線対策と風評被害について 

  ①  平成23年３月11日以後の取り組み（各部、各課、委託先も

含む） 

   ・  市長や各部各課、委託先等も含めて、３月11日以後どの

ような活動をしてきたのか、それを時系列で具体的に示せ 

   ・  その効果はあったのか具体例を示せ 

   ・  東京電力の賠償指針の見直しによる賠償金支払要求はそ

の一環と考えるが見解を示せ 

 ⑺  入札制度について 

  ①  電子入札を実施する考え 

   ・  電子入札を実施する必要があると考えるが見解を示せ 

  ②  分離発注をする考え 

   ・  元請制度は古くから行われてきたが、これは下請け、孫

請けという不合理を生む。それぞれの分野ごとに発注する

分離発注の考えはないか見解を示せ 

 ⑻  除雪について 

  ①  除雪のあり方 

   ・  なぜ毎年毎年、除雪の苦情が来るのに抜本的対策が立た

ないのか見解を示せ 

  ②  除雪困難地域への消雪道路をつくる考え 

   ・  道路の狭い町や坂道などは、車も歩行者も危険を感じて

いる。消雪道路を年次計画を立て、10年程度で解消する考

えはないか見解を示せ 

  ③  流雪溝のあり方 

   ・  降雪の際、流雪溝は機能しているか、現状と今後の課題

を示せ 

 ⑼  市の機構改革について 
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  ①  地方開発部の設置 

   ・  合併後、ほとんどの地域が過疎化する。その理由は、地

域に企画権も決定権もないからである。すなわち自分たち

の地域のことを何一つ自分たちで決定できないことにある。

これを補う機構が地方開発部であるが、これを実現する考

えはあるか見解を示せ 

  ②  外郭団体の統合と民営化 

   ・  中心市街地に雨後のタケノコのようにできた外郭団体に

対して統合あるいは民営化などの働きかけを行い、行政の

範囲を縮小し、財政改革につなげるべきと思うが見解を示

せ 

 ⑽  人件費と人事について 

  ①  国の 7.8 ％削減案への認識 

   ・  国は財政危機から人件費を 7.8 ％削減しようとしている。

全国の自治体も共通の課題を抱え、もはや人事院勧告がす

べてを決定する時代は終わった。市はこれに対し、どのよ

うな認識を持っているか見解を示せ 

   ・  市民から補助金や分担金を取り上げ、人件費に充当して

きた経緯はないか認識を示せ 

   ・  ラスパイレス指数について、８年前は92だったのが、昨

年は 100.1 となっているがこの要因は何か見解を示せ 

  ②  スペシャリストの養成と人事サイクルを５年から７年にす

る考え 

   ・  市職員を３年サイクルで配置がえすれば、スペシャリス

トは育たないのは当然である。なぜこうした方法をとって

いるのか見解を示せ。また、人事サイクルを５年から７年

にする考えはあるか認識を示せ 

   ・  市民は、スペシャリストこそ求めている。市の思い込み

と自己満足で勝手な人事をするのは、市民の利益に全く合

致しないが見解を示せ 

 

８  議 員  清 川  雅 史 

 ⑴  地域経済振興について 

  ①  地域企業の育成と支援 
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   ・  本市における地域経済は、東日本大震災以後の風評被害

により、さらに厳しい現状にあり、地元資本の企業、事業

所は、苦しい経済環境の中で、経営の健全化、雇用の維持

などに日々努力している。そのように地域の中で頑張って

いる企業、事業所の支援となる市場競争力の増強支援、新

規分野への進出助成などの本市独自の地域経済活性化とな

る政策的な取り組みも行われているが、市が発注する業務

を請け負うことで、地域企業の経営の健全化、継続につな

がるようにしていくことも必要と考える。そこで、今年度

におけるこれまでの制限付一般競争入札での入札中止を含

めた入札不成立案件の状況とそれについてどのように分析

し認識しているのか見解を示せ 

   ・  入札不成立の状況への対応策をどのように講じているの

か、また、どのような方策を講じていくのか見解を示せ 

   ・  東日本大震災及び平成23年７月新潟・福島豪雨による非

常事態が続いている状況下においては、公共工事をはじめ

とする市の発注業務は、地域企業の育成と支援という考え

方をもとにした予定価格の積算が必要であり、また、地域

企業への発注を優先させていくことが重要である。それに

より地域内経済好循環の仕組みができてくるものと考える

が見解を示せ 

 ⑵  生涯学習政策について 

  ①  図書館運営 

   ・  今年度より供用が開始された図書館については、窓口が

丁寧であるとの評価がある一方で、書籍の配置がわかりに

くい、ゆったりとした読書スペースを確保できにくい等の

利用者からの意見や感想があったが、職員各位の努力によ

り、改善されつつあり、来館者の利用満足度は向上してい

るものと思われる。しかしながら、直接来館される人々の

評価が上がる一方で、図書館のホームページを介しての蔵

書検索や予約システムについては、探したい本がなかなか

検索できない等の利用者の意見なども散見される。そこで、

蔵書検索システムの機能についての検証と改善、それらの

使い方に関するわかりやすい説明を掲載するなどの検討を
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行うべきと考えるが見解を示せ 

   ・  来館者、館外からの利用者の意見や感想をどのように把

握し、それをどのように生かしていくかの流れ、フローを

利用者に提供すべきであると考えるが見解を示せ 

   ・  来館者だけを対象とした利用者の利便性の向上を目指す

だけではなく、身体的理由や冬期間の積雪による道路事情、

交通事情により、来館できない利用者に郵送（宅配）によ

る図書、ＤＶＤ等の貸し出しを行う制度を新たに設けるこ

とで、より多くの市民の利用の利便性を高め、利用満足度

を向上させていくことになると考えるが見解を示せ 

  ②  公民館運営  

   ・  東日本大震災以降、本市の各地区公民館は市民の一時的

な避難場所となり、各地区公民館職員も避難者の対応に従

事し、その機能を停止した時期もあったが、社会教育施設

として各地域で果たすべき役割は、普遍的かつ発展的なも

のでなければならないと考える。そこで、各地区公民館に

おける東日本大震災による影響に対する認識を示せ 

   ・  中央公民館機能を持つ生涯学習総合センターと各地区公

民館との連携状況はどのようになっているのか。それぞれ

の役割とそのあり方についての認識を示せ 

   ・  各地区公民館の自主事業をはじめとする各種開催事業、

イベントをさらに多くの市民に情報提供できるような仕組

みづくりが必要である。現在、市のホームページの市政ガ

イド内にある各地区公民館の情報を独立したホームページ

として立ち上げるなどの方策を講じていくべきと考えるが

見解を示せ 

  ③  体系的な生涯学習政策の確立 

   ・  今年度より供用が開始された生涯学習総合センターは、

中央公民館と会津図書館を含む生涯学習のための複合施設

であり、市民が必要とするさまざまな情報の集積、提供か

ら学習成果の創作、発表などの活動まで生涯学習のすべて

の流れを支援することで、本市の人づくり、まちづくりに

貢献する生涯の学びやを目指している。生涯学習総合セン

ターが有効に機能し、その目的を達成するためには、新た
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な体系的な生涯学習政策が必要であると考えるが見解を示

せ 

 ⑶  市民協働について 

  ①  市民活動の育成と支援 

   ・  本市では、市民協働における、市の考えなど広く情報発

信に努め、市民活動に対して、市ホームページに市民協働

の案内を新設し、市民活動団体の活動内容等の情報発信を

行うとともに、市民活動団体に対するアンケート調査の実

施などを行っている。さらには、地域主権のあり方や自治

基本条例の研究を通して、市民参加やコミュニティー活動

への支援を考えていくため、市民と一緒に考えていくワー

クショップの開講をはじめ、地域の自治のあり方や市民主

体の活動に対する支援策を考える市民協働講演会の開催を

している。これらの取り組みを通して、市民活動の育成と

支援に関しての課題はどのようなものと考えているのか見

解を示せ 

   ・  その課題を踏まえ、どのような方策を講じていくのか考

えを示せ 

  ②  市民協働指針の策定 

   ・  市民と行政がパートナーとして連携し、それぞれの役割

と責任を分担し、協働してまちづくりの推進や地域課題を

解決していくに当たっては、公益的、社会貢献的な活動を

行うすべての団体、ボランティアグループ、市民活動団体、

公益法人、自治会、町内会、企業などと本市が協働のパー

トナーとなる場合を想定したガイドラインの策定が必要で

あると考えるが、協働参画の基本的な考え方、形態、方法

を示した指針の策定については、具体的な検討に入るべき

と考えるが見解を示せ 

 

９  議 員  丸 山  さよ子 

 ⑴  ひとり親家庭が自立するためのサポート体制について 

  ①  自立を支援するための行政の役割 

   ・  ひとり親やＤＶ（ドメスティックバイオレンス）被害な

どで支援を求める人への、緊急時の対応策は十分なものと
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なっているか認識を示せ 

   ・  就労を希望するひとり親家庭への就労支援の状況につい

て示せ 

   ・  縦割り行政を横につなぎ、市民のためにつくり上げられ

てきた数々の事業や制度を最大限活用するため、全体的な

コーディネートを行う総合支援窓口が必要であり、その中

心を担うのがソーシャルワーカーだと考える。市はそうい

った縦割りにとらわれない総合支援相談窓口と人的配置が

必要だと考えるが見解を示せ 

  ②  自立するための福祉サービスの充実 

   ・  母子生活支援施設「すずらん寮」の必要性と今後の方針

を示せ 

 ⑵  会津若松市の復興に向けた、市民の安全・安心のための取り

組みについて 

  ①  災害時における公共施設等の安全の確保 

   ・  平成23年３月11日の震災の影響による学校施設耐震化推

進基本方針の変更はあるのか見解を示せ 

   ・  災害時の拠点となる学校以外の公共施設についても耐震

化計画が必要と考えるが見解を示せ 

   ・  給食施設もあわせた学校や公共施設の耐震化と、避難施

設としての機能強化をできる限り一体的に行っていくべき

と考えるが認識を示せ 

   ・  今後のまちづくりの中では、地域の拠点は小学校や中学

校であると考えるが、地域拠点として、学校と公共施設等

の複合化について、検討すべきと考えるが認識を示せ 

  ②  災害時の情報提供と情報の保護 

   ・  高齢者、障がい者、児童及び保護者などの情報等を地域

住民等の災害支援活動に生かすべきと考えるが、認識を示

せ 

   ・  民生委員から、高齢者の孤独死防止、災害への備え対策

として情報提供が求められており、市では平成24年度から

高齢者の個人情報を提供すると新聞報道で知った。その活

動に市としてどのように取り組み、実施しようとしている

のか考えを示せ 



 - 25 -

10  議  員   渡 部  優 生 

 ⑴  長期総合計画と地域活力の再生に向けた取り組みについて 

  ①  長期総合計画の中間総括  

   ・  長期総合計画の中間年に当たって、これまで取り組んで

きた事業の総括と評価の考えを示せ 

  ②  新市建設計画の期間内での実現の見通し 

   ・  合併特例事業など新市建設計画のこれまでの取り組みに

ついての総括と今後の見通しを示せ 

   ・  特例期間内にできないとすれば、なぜできないのか、そ

の原因と今後の見通しはどうなのか、明確に説明する説明

責任を市は果たすべきではないのか見解を示せ 

   ・  国による特例期間延長（５年）を受けた市の考えを示せ 

  ③  残る各種事業の具現化の見通し 

   ・  合併特例事業など新市建設計画の残る各種事業の具現化

に向けての明確な計画の策定と公表の考えを示せ 

   ・  より計画性を持った行政運営を図るため、３年ローリン

グでの実施計画を策定すべきと考えるが見解を示せ 

  ④  長期総合計画の見直し 

   ・  新市建設計画の見直し、並びに地域活力の再生に向けた

取り組みの策定により、必然的に長期総合計画の見直しも

すべきと考えるが見解を示せ 

  ⑤  組織体制の強化 

   ・  地域活力の再生に向けた取り組みの具現化に当たっては、

職員の配置や組織体制の強化も必要と考えるが見解を示せ 

 ⑵  災害時の拠点としての本庁舎の建設について 

  ①  鶴ヶ城周辺公共施設利活用構想の認識 

   ・  鶴ヶ城周辺公共施設利活用構想について、新市長として

はこれを踏襲するのか、見直しが必要と考えるのか見解を

示せ 

  ②  本庁舎建設 

   ・  本庁舎の整備については災害時の拠点として整備を検討

するとしている。早急な対応が必要と考えるが、具現化へ

向けての市の基本的な考えを示せ。また、検討方法や建設

時期についての考えを示せ 
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   ・  建設財源として現在ある庁舎整備基金に加え、合併特例

債枠の活用を検討してはどうかと考えるが見解を示せ 

 ⑶  工業振興計画の策定について 

  ①  工業分野振興の必要性 

   ・  市にとっての工業分野振興の必要性と振興に当たっての

基本的な考えを示せ 

  ②  広域的な企業誘致並びに立地企業の支援 

   ・  会津地域としての広域的な企業誘致戦略や立地企業への

支援策が必要と考えるが見解を示せ 

   ・  既に広域的に企業間連携に取り組んでいる会津産業ネッ

トワークフォーラム（ＡＮＦ）へのこれまでの評価と今後

の支援のあり方への見解を示せ 

  ③  医工連携推進プロジェクト 

   ・  医工連携推進プロジェクトのこれまでの取り組み成果と

課題、国・県の方針を生かした企業の集積・拠点施設誘致

へ向けての今後の取り組みへの方針を示せ 

  ④  産学官の連携強化 

   ・  会津大学では復興支援センター構想や会津版シリコンバ

レーの創設など、国公立大学で唯一といわれるＩＴの専門

学部を活用した産学官連携並びにベンチャー企業の動きが

活発化している。成長産業としてさらなる育成・支援の必

要性を感じるが見解を示せ 

  ⑤  企業立地の推進 

   ・  市長は公約として４年間で若者 1,000 人の定着と新規企

業誘致10社以上の目標を設定した。その実現に向けてはさ

らなる工業団地の造成が必要と考える。会津地域には現在、

福島県の工業団地が整備されていない。ついては、復興特

別区域法を活用し、県または共同による新たな工業団地の

整備を要望すべきと考えるが見解を示せ 

   ・  企業が求める人材育成は欠かすことができない。地元工

業高校への専攻科設置の要望をしてはどうか見解を示せ 

  ⑥  工業振興計画の策定 

   ・  工業分野を振興するに当たっての各種施策立案の方法は

どのようにしているのか認識を示せ 
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   ・  経済活動もグローバル化する中、各種施策立案に当たっ

ては、学識経験者等によるアドバイザー制度を導入しては

どうか見解を示せ 

   ・  各種施策を工業振興計画として取りまとめ、企業誘致や

誘致企業の育成など、明確な方向性を示して取り組むべき

と考えるが見解を示せ 

 

11  議  員   鈴 木   陽 

 ⑴  人を生かす市政運営について 

  ①  組織の継続性の確保 

   ・  平成23年度は部長級の退職者が10名になるが、行政の継

続性は確保されるのか認識を示せ 

   ・  前市長任期の３年間、退職者不補充で新規職員を採用し

なかったが、行政の継続性は確保されるのか認識を示せ 

   ・  行政の継続性は、一般的には事務事業や政策の継続性を

指すが、それを真に保障するのは組織体ではないか認識を

示せ 

  ②  女性管理職の登用 

   ・  今年度の退職者のうち、女性の部長級の退職者がおらず、

女性の幹部登用は進んでいないと考えるが現状とその認識

を示せ 

   ・  市の男女共同参画事業を推進する所管は、どこの部署と

なるのか。まず市が女性の幹部登用を進め、広く範を示す

ことが重要と考えるが見解を示せ 

   ・  真に男女平等を進めるためには、あらゆる分野と機会に

おいて、女性の権利と保護を徹底することが重要である。

その保障の一つとして、女性課を設置する考えはないか認

識を示せ 

  ③  人を生かす組織 

   ・  組織は人によって成り立っており、人を生かすことによ

って、組織は強くしなやかになる。人を生かす組織づくり

をすべきと考えるが市長の認識を示せ 

   ・  グループ制を採用して10年ほどになるが、行政の組織体

として機能しているか認識を示せ。特に課内の協働と管理
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職養成の機能を果たしているか認識を示せ 

   ・  市の組織は、市民から見てわかりやすい組織体を形成し

ていなければならないと考えるが、グループ制はそうした

形態になっているか認識を示せ 

 ⑵  幼児教育の充実について 

  ①  幼児教育の充実 

   ・  本市の私立幼稚園は、少子高齢化の中で、その運営に苦

慮しているが、幼稚園は、幼児教育の振興を目的としてそ

の役割を担っていると考える。本市は、市町村合併により、

市立幼稚園も運営している。改めて幼児教育のあり方につ

いて認識を示せ 

   ・  幼児教育の担当部署は学校教育課だが、小中学校課から

名称変更した経緯と理由を示せ 

  ②  こども課の設置 

   ・  市長は、この４月からこども課を設置するとしているが、

今、国は、幼保一元化事業で新たな施策を示そうとしてい

る。この時期のこども課の設置は、市政運営に混乱を持ち

込むだけではないかと考える。こども課の設置の目的とそ

の内容を示せ 

   ・  国が進めようとしている総合こども園構想は、幼保一元

化どころか３極化しかねないものである。総合こども園に

ついて認識を示せ。また、児童福祉法第24条の改正につい

て認識を示せ 

 ⑶  きめ細やかな市政運営について 

  ①  公共施設と民間施設の競合 

   ・  市の施設の整備と運営において、民間施設との競合が起

こり得るが、新たな施設設置の際、この点をどのように認

識しているのか見解を示せ 

   ・  民間施設との競合により問題が生じた場合、どのように

対応を図るのか認識を示せ 

  ②  自主納税の推進 

   ・  市民から、市税等への滞納者に対する差し押さえ等の苦

情が多く寄せられるが、差し押さえに対する認識を示せ 

   ・  差し押さえの際に、滞納者に対する十分な相談等が保障
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されるべきと考える。差し押さえ前に滞納者に直接通知す

べきと考えるが現状と認識を示せ 

   ・  市税の減収傾向が続く中で、市税等の市民の自主的な納

税を進めることが、ますます重要となるが、自主納税に対

する認識とその推進体制について見解を示せ 

 

12  議  員   土 屋   隆 

 ⑴  会津若松市下水浄化工場における放射性物質を含んだ汚泥の

仮置きについて 

  ①  周辺住民の不安の解消に向けて 

   ・  神指地区における環境放射線量が比較的高いことと下水

浄化工場に汚泥が仮置きされていることの因果関係はある

のか見解を示せ 

   ・  産業廃棄物の最終処分場の受け入れについてはその後ど

うなっているのか認識を示せ 

   ・  コンポストとしての搬出先のその後の可能性はどうなっ

ているのか見解を示せ 

   ・  昨年５月の検査時点で下水浄化工場における比較的濃度

の高いセシウムが検出された汚泥のうち、いまだに屋外に

仮置きされているものを屋内に保管する考えはあるのか見

解を示せ 

   ・  仮置き汚泥を覆っているブルーシートを、より遮へい性

や防水性の高いシルバーのシートで覆うと聞いている。そ

の効果は十分にあるのか見解を示せ。また、いつ覆うかの

認識を示せ 

   ・  下水浄化工場敷地や周辺での線量計測の結果についての

最新情報はどうなっているのかその計測結果を示せ。また、

その数値の傾向を示せ。さらに周辺住民への周知はどのよ

うに行っているのか見解を示せ 

   ・  平成23年 12月１日付で「会津若松市下水浄化工場の下水

汚泥について」という文書を神指地区に全戸配布したが、

その反響はどうであったのか見解を示せ 

   ・  不安を抱く住民への今後の対応策を示せ 
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13  議  員   横 山   淳 

 ⑴  地域活力の再生に向けた取り組み（復興対策）について 

  ①  避難者受け入れ自治体としての取り組み 

   ・  東日本大震災対策室が今後も継続し、避難者生活基盤づ

くり支援を担う中心部署となるが、震災後間もなく１年を

迎える今と、これまでの支援のあり方は変化していると思

われる。今後の支援方針はどのようなものか見解を示せ 

   ・  大熊町との行政サービス調整については、89項目につい

て協議され概要が示された。市民の中には市民が納めた税

金によって、大熊町との行政サービスの一部を市が行って

いるのではないかという声が聞こえる。平成23年度の大熊

町との行政サービス調整での市の負担はどのようになって

いるのか認識を示せ。また、今後の行政サービス調整にお

ける方針を示せ 

   ・  本市に避難している人々に対して、市民の思いはさまざ

ま違いはあるが共通していることは、避難者の苦しみせつ

なさに対して、何か私たちにできることはないだろうかと

いう思いである。市民の思いと、避難者の思いやニーズを

結びつけるシステム、例えば支援マッチングのような担当

設置はできないか見解を示せ 

  ②  地域自立エネルギーシステムのモデル都市へ向かう取り組

み 

   ・  ＩＴ技術と一体となった地域自立エネルギーの供給モデ

ル都市としてのスマートグリッドシティ構想（次世代送電

網）のモデル都市を目指す方針を掲げているが、その構想

はどのようなものか具体的に示せ。また、その構想を進め

るためには国、県、関連企業、大学等専門機関等の連携が

欠かせないと考えるが、その連携に向けた今後の方向性を

示せ 

   ・  本市は昨年、地球温暖化対策推進実行計画（第２期）を

示したが本構想とのかかわりについて見解を示せ 

   ・  本市が独自の自立エネルギーシステムの構築を進めるに

当たり、太陽光、小水力、バイオマス、雪利用は大きな課

題である。特に雪利用は、本市に合致した取り組みである。
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雪室、雪発電、雪冷房等、氷雪エネルギーについての研究

検討に力を入れるべきと思うが見解を示せ 

 ⑵  主要事業における各種基本計画及び実施計画策定のあり方に

ついて 

  ①  各種計画の策定 

   ・  行政においては、さまざまな施策や事業を進めるに当た

り、その方向性を示す基本計画やそれを実現するための具

体的方法、手順を示す実施計画などを策定している。これ

ら計画は法律に基づき策定されている計画、また条例に基

づき策定されている計画などあるが、策定に至るまでの流

れを示せ 

   ・  法律や条例に規定のない計画の位置づけ、性格、策定過

程を示せ 

  ②  各種計画策定に当たっての市民参加のあり方 

   ・  各種計画案を審議する審議会、協議会等における公募市

民の選出方法及び審査における役割について、改善すべき

ことはないか見解を示せ 

   ・  パブリックコメントによる市民からの意見数は非常に少

ない。市のホームページ掲載が中心の今のパブリックコメ

ントの仕方では、市民の目には触れない。多くの市民から

意見をもらうという姿勢が弱い。現状をどのように認識し

ているのか。どのように改善するのか見解を示せ 

   ・  市長公約である「地域づくり委員会（仮称 ）」 で述べて

いるように、行政が積極的に市民の中に飛び込んで聞いて

いくことも市民の考えを吸い上げることにつながると思う

が「地域づくり委員会（仮称 ）」 設置はどのように進めて

いくのか、現在の状況とあわせ見解を示せ。また地域担当

職員として、このような組織に職員がかかわることが有効

と考えるが見解を示せ 

  ③  条例化の必要性 

   ・  まちづくりの根幹にかかわる計画はもちろん、市民の経

済的負担を伴う計画さえも、議会で審議されることなく成

案になってしまうが、このことについての見解を示せ。ま

た、市長公約の「市民の意思を直接反映できる地域づくり 
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」を進めるためにもルールづくりが必要である。そのため

には、市民参加を推進するような条例制定が必要と考える

が見解を示せ 

 ⑶  子供たちの屋内型遊び場の設置について 

  ①  全庁的な検討の必要性 

   ・  屋内型遊び場は放射能対策ではなく、雨天や冬季等にお

ける子供の体力向上、健康づくりの視点から必要であり、

保護者や子供自身からのニーズとしても設置が必要な時代

と考えるが見解を示せ 

   ・  子供が安心して思い切り楽しく遊べる屋内型遊び場の設

置は、家族同伴による来場者、また会津一円からの来場者

も予想され、集客効果は大きいと思うが見解を示せ 

  ②  学校、幼稚園等の屋内施設の開放 

   ・  学校の体育館、幼稚園のホールなど、屋内施設について

平日の放課後や、土、日、祝日の開放は行われていない。

無料開放ができない理由と開放についての見解を示せ 

 

14  議  員   成 田  芳 雄 

 ⑴  史跡若松城の施設復元整備について 

   ・  平成27年の若松城天守閣再建50周年の節目まであと３年

である。それまで御三階の施設完成を目指して取り組んで

いるがその進捗状況を示せ 

   ・  施設復元の可能性がある西出丸の西北櫓と西南櫓、北出

丸の西北櫓、帯郭の西櫓、太鼓門の５施設復元に向けて、

建設実施計画を策定すべきでないか見解を示せ 

   ・  平成25年は、会津藩の砲術指南役だった山本家に生まれ

た新島八重を主人公とするＮＨＫ大河ドラマ「八重の桜」

が全国に放送される。平成26年は、旧会津藩大窪山共同墓

地が設置されてから 350 年の節目である。そして平成27年

は、若松城天守閣再建50周年となり御三階が復元される記

念の年でもある。来年放送されるドラマ「八重の桜」だけ

の計画だけでなく、これら３カ年にわたる観光誘客増を図

るため、今から計画を策定すべきでないか見解を示せ 

 ⑵  長期未着手都市計画道路について 
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   ・  平成22年９月定例会での答弁では、本市の都市計画道路

は36路線、延長約98キロメートルで、その内20年以上の長

期未着手都市計画道路は、平成18年３月31日現在11路線、

延長約25キロメートルあり、それを検証対象路線として抽

出した。平成19年度は、市長期未着手都市計画道路検討委

員会が、本市の特性を生かしたまちづくりや都市計画道路

の機能、道路網のそれぞれの観点から路線ごとに検証を行

い、具体的に検討した。平成20年度からは、検討委員会の

意見を踏まえ、地域レベルでさらなる検証が必要な路線は、

沿線住民を対象としたワークショップ形式で説明会を開催、

地域の意向把握や合意形成に努め、見直し案の策定に取り

組んだ。平成23年度以降は、路線ごとに見直し素案を示し、

市民から意見を求め見直し計画を決定し、条件の整った路

線ごとに都市計画法に基づく計画変更の手続きを進めると

のことだったが、長期未着手都市計画道路全体の見直し計

画決定の進捗状況と結果を示せ 

   ・  その中で東山・建福寺前線及び稲荷山・七日町線の寺院

墓域を除く市道幹Ⅱ－10号線からインター南部幹線まで約

350 メートルの未整備区間の見直し計画決定の進捗状況と

結果を示せ 

   ・  今後の対応と工程を示せ 

 ⑶  県立会津総合病院等移転後の敷地について 

   ・  平成21年２月定例会の総括質疑での同僚議員への答弁で

は、鶴ヶ城周辺公共施設利活用構想の中で、鶴城小学校が

城前団地へ移転するという仮定の場合を考え、城前団地と

連たんする県立会津総合病院移転後の敷地について、公的

な利活用の可能性について県に協議を申し入れたが回答は

もらっていないということであった。鶴城小学校は移転せ

ず現在地に建設されるが、県との協議は継続しているか見

解を示せ 

   ・  協議内容とその結果を示せ 

   ・  敷地の利活用について本市の考えと今後の対応を示せ 
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15  議  員   小 林  作 一 

 ⑴  長期総合計画について 

  ①  政策の柱１「健康と福祉」 

   ・  総合こども園について、計画策定時と背景が変わってき

たのが、子育てにおける保育所、幼稚園に対する市民のニ

ーズである。国は当初統一した制度を打ち出したが一部修

正、総合こども園を創設するとの方針を示した。新市建設

計画における北会津地区の統合保育所、統合幼稚園の建設

も総合こども園で対応すべきと考える。これまで市は「国

の動向を見きわめて」としてきたが改めて見解を示せ 

  ②  政策の柱３「産業と経済」 

   ・  新規産業の創出について、酒や漆器の地場産業が落ち込

んでいる中、大きな期待が込められたのが会津大学を核と

したＩＴ産業の創出である。総合計画と合わせてＩＴ戦略

アクションプログラムが平成23年度を最終年度に進められ

てきたがその成果を示せ 

   ・  企業誘致について、優遇措置の充実が効果を上げている

ところもあるが、企業側から見ればすぐれた労働力がある

かどうかも進出の判断材料になると思われる。地味な努力

が必要なことから、公的機関で行わざるを得ないと考える

が見解を示せ 

   ・  高付加価値型農業について、６次産業化の取り組みが進

められている。産品開発も容易ではないが、いかに売るか

が大きな課題である。アンテナショップの活用や被災地支

援を行う量販店での販売コーナーの確保、さらには生産者

の意識啓発などが必要ではないか見解を示せ 

 ⑵  財政計画について 

  ①  健全化指標 

   ・  市債について、平成22年度決算では実質公債費比率が18 

％を切った。一応の目標は達成できたが市債の残高なり実

質公債費比率をどこまで下げるのか見解を示せ 

  ②  消費税 

   ・  消費税増税について、国は消費税を10％に引き上げよう

としている。それに伴い地方消費税も上がることから、増
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税を求めている地方自治体も地方議会も推進すべきだとし

ている新聞論説があった。どう受け止めるか見解を示せ 

   ・  地方消費税について、消費税５％のうち１％が地方消費

税として地方に配分されているが、基本的には地方の消費

高による配分と受け止める。法律の定めではあるが、考え

方として消費税は交付税の財源とし、交付税として配分さ

れたほうが大方の自治体が助かるものと考える。所得の再

配分という税の趣旨にも合致すると思うがどうか見解を示

せ 

 

16  議  員   松 崎   新 

 ⑴  会津若松市の復興に向けた取り組みについて 

  ①  復興計画策定と復興事業実施の考え方 

   ・  復興対策の地域活力再生に向けた取り組みは、復興計画

を立てないで、柔軟に対応しながら市民生活の安定を確保

するため、今後も基本的に施策評価、事業構築、予算編成

といった行政評価の中で、適宜所要の見直しを行いながら

進めることとしている。なぜ復興計画を策定しないのか、

復興計画を策定しないでどのように復興への取り組みを行

うのか考えを示せ 

  ②  地域活力再生に向けた取り組み 

   ・  地域活力再生に向けた取り組みには、長期総合計画、基

本構想、基本計画、そして施策評価、事業構築、予算編成

といった行政評価の流れの中で、適宜所要の見直しを行い

ながら進めることになる。中長期的な計画との整合をどの

ように図りながら進めるのか認識を示せ。また、中期計画

と進行管理の推移を開示すべきであると思うが見解を示せ 

   ・  国県の復興計画の期間は10年、さらに原発事故に係る収

束状況を踏まえ、追加修正するとしている。本市は、直接

甚大な被害を受けた地域ではなく、原発事故の風評被害対

策を課題として抱えている。そうした現状を踏まえ、地域

活力再生に向けて何を選択と集中して取り組むのか見解を

示せ 

 ⑵  会津若松市高齢者福祉計画・第５期介護保険事業計画につい
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て 

  ①  計画策定の背景とその目的 

   ・  国の方針と本市計画策定の目的が高齢者福祉の向上にど

のように反映されたのか認識を示せ 

  ②  計画の基本方針 

   ・  計画の４つの基本方針のうち、「高齢者が元気で生きが

いを持って暮らせるための社会の構築」「高齢者が要介護 

    ・要支援状態にならないための予防体制の充実」について、

前期計画の総括を示し、高齢者福祉の向上となるように具

体的に反映させたのか見解を示せ 

  ③  第６次長期総合計画と行政評価との関係 

   ・  長期総合計画と行政評価の関係で、高齢者の生きがいづ

くりの推進の基本施策を構成する事務事業の優先順位はこ

の順でいいのか、高齢者の生きがいづくりのためにはこの

事業でいいのか認識を示せ 

   ・  生きがいづくりについて、老人クラブの支援やあいづわ

くわく学園の運営などと、公民館の学習講座などをどのよ

うに整理し、充実させていくのか見解を示せ 

 ⑶  会津若松市障がい者計画・第３期障がい福祉計画について 

  ①  計画策定の背景とその目的 

   ・  国の方針と本市計画策定の目的がどのように障がい者の

福祉向上に反映されたのか見解を示せ 

   ・  平成24年４月にサービス体系の移行が行われる。移行す

る主なサービスの目指すものを具体的に示せ。さらに障が

い者や家族にとって、どのような福祉向上が具体的に図ら

れるのか認識を示せ 

  ②  計画の基本方針 

   ・  ６つの基本方針が示されているが、どのように共生社会

の実現を目指すのか考えを示せ。また、平成23年８月の障

害者基本法の改正で規定された合理的配慮の推進は、どの

ように具現化するのか見解を示せ 

   ・  計画を推進する市民協働の仕組みづくりは、自立支援協

議会を中心に行うと示されている。今後、市民協働の仕組

みづくりの充実に向け、どのような課題をもって運営して
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いくのか見解を示せ 

  ③  第６次長期総合計画と行政評価との関係 

   ・  長期総合計画に基づき、障がい者計画、障がい福祉計画、

そして行政評価で目標と方針が示され、具体的に行うこと

になる。地域で自立するためには、障がい者に対して家族、

事業者、行政とさまざまな人が 365 日、24時間支援するこ

とになる。そこで重要なことは、モデルケースをつくるな

ど、あれもこれもではなく、事業を選択と集中させて進め、

１つの成功事例を広げ、推進することだと考えるが見解を

示せ 

   ・  地域で自立する取り組みの中で、相互理解を進めるため

の課題として、地域における情報開示の課題があった。高

齢者については、個人情報を限定つきであるが開示し、地

域でのまちづくりに生かされている。障がい者について、

情報の開示をどのように検討してきたのか経過を示せ。ま

た、どのような情報開示が望ましいのか見解を示せ 

 

17  議  員   本 田  礼 子 

 ⑴  本市財政について 

  ①  本市の財政分析 

   ・  本市財政の現状と今後の見通しについて、どのように認

識しているか見解を示せ 

   ・  本市財政における特徴及び問題点は何か認識を示せ 

   ・  本市の財政分析の基礎、根拠となるデータとして、どの

ようなものを作成しているのか見解を示せ 

   ・  第６次会津若松市長期総合計画に財政計画の記載がない

が、計画期間の中間年に当たり、財政計画を追記すべきだ

と思うがどうか認識を示せ 

   ・  市民への説明責任を果たすためにも、財政白書を作成す

べきだと思うがどうか認識を示せ 

 ⑵  福祉政策について 

  ①  生活保護 

   ・  平成22年度において相談を受け、申請に至らなかった件

数とその理由を示せ 
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   ・  平成22年度において申請後、申請の取り下げ、却下に至

った件数及びその理由を示せ 

   ・  生活扶助費より医療扶助費の方が突出している。被保護

者の健康増進、病気予防には特段の配慮が必要であるが、

どのような配慮がなされているか見解を示せ 

   ・  いわゆる貧困の連鎖を解消するため、被保護者世帯の子

供たちには特に温かい配慮と支援が必要であるが、どのよ

うな配慮がなされているか見解を示せ 

   ・  一方で、月４万円から５万円の年金で暮らしている人が

多い。このような制度の矛盾を地方の現場から国に訴えて

いくべきだと思うが考えを示せ 

 ⑶  教育政策について 

  ①  学力向上策 

   ・  学力、学習状況調査の実施状況を示せ 

   ・  学力、学習状況調査の調査結果をどのように活用してい

るか見解を示せ 

   ・  学校教育における学習指導の充実のため、どのような工

夫、配慮がなされているか見解を示せ 

   ・  家庭学習をどのように指導しているか見解を示せ 

   ・ 少人数教育に向けた今後の方針を示せ 

   ・ 教師の指導力向上のための方針を示せ 


